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• 所属：
• 2002年 中央大学大学院総合政策研究科 博士前期課程修了

2002年～国際大学GLOCOM 研究員（→主幹研究員）
2019年～武蔵大学社会学部メディア社会学科 教授

• 主な学術的活動：
• 東京大学情報学環 客員研究員 ／ （公財）情報通信学会 理事

HITE-Media 研究代表者

• 主な社会的活動
• デジタル庁 オープンデータ伝道師
• デジタル庁 データ戦略推進WG 構成員
• デジタル庁 マイナンバー制度及び国と地方のデジタル基盤抜本改善WG 構成員
• 総務省 地域情報化アドバイザー （幹事）
• 総務省 情報通信白書アドバイザリーボード 構成員
• 総務省 地方自治体のDX推進に係る検討会 座長
• 総務省 自治体システム等標準化検討会 座長
• 東京都 東京データプラットフォーム協議会 推進会議 委員
• 宮城県仙台市・東京都江戸川区・神奈川県横浜市・静岡県三島市…等にて
行政情報化・DX関連アドバイザー

• 執筆：
• 『行政＆情報システム』誌で「行政情報化新時代」を連載（2011年～）

研究分野
• 情報社会学
• 情報通信政策

キーワード
• デジタルガバメ

ント
• データ活用政策
• 地域情報化

庄司昌彦（しょうじまさひこ）



オープンデータ
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日本のオープンデータ政策の経緯
東日本大震災への反省から社会基盤へ

年度 概要・キーワード 政府などの動き

2008 リーマンショック

2009 米国オバマ政権 「透明性とオープンガバメントに関する覚書」

2011 東日本大震災 自発的取組み（電力・避難所・物資等）と課題の露呈

2012 萌芽的取組み 電子行政オープンデータ戦略

2013 国際的な政策課題へ 政府データカタログサイトβ版、G8オープンデータ憲章

2014 民間活動の活性化 シビックテック（Code for Japanほか各地）

2015 オープンデータ1.0完成 政府標準利用規約2.0版

2016 オープンデータ2.0開始 官民データ活用推進基本法

2017 官民データ活用 改正個人情報保護法施行、官民データ活用推進計画

2018 さまざまな課題の表出 欧州GDPR、公文書管理・統計不正問題

2019 プラットフォーマーとDFFT G20 “Data Free Flow with Trust”

2020 新型コロナ デジタル敗戦、シビックテックとの連携、監視社会化

2021 デジタル庁・行政DX ベースレジストリ整備、3D都市モデル・点群データ

2022
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筆者作成



統計や非個人データ等の活用
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内閣府地方創生推進室＋内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局「V-RESAS」 https://v-resas.go.jp/



民間企業の活用が見込まれる推奨データセット
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内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室「推奨データセットの活用が見込まれるアプリ例」を参照。一部アプリは筆者が独自に追加。

推奨データセット 活用が見込まれるアプリ等

指定緊急避難場所 Yahoo!防災速報、LIVE JAPAN

公衆無線LANアクセスポイント一覧 LIVE JAPAN

子育て施設一覧 SUUMOみんなの街サイト、学校教育情報サイト ガッコム

地域、年齢別人口

AED設置箇所一覧 Coaid119、日本全国AEDマップ、AED N@VI

公共施設一覧

文化財一覧 Yahoo! MAP、LIVE JAPAN

介護サービス事業所一覧 ミルモネット

医療機関一覧 Yahoo!ヘルスケア、LIVE JAPAN

観光施設一覧 Yahoo! MAP、LIVE JAPAN

公衆トイレ一覧 LIVE JAPAN

標準的なバス情報フォーマット Google Map

食品等・営業許可届出一覧 ぐるなび

小中学校通学区域情報 学校教育情報サイト ガッコム

都市計画基礎調査情報 駅すぱあと、駅探、NAVITIME、乗換案内

学校給食献立情報 あんしん給食管理

イベント一覧 Yahoo! MAP



自治体オープンデータは中規模都市以上100%を達成。
今後は質の向上・利活用促進・負担軽減が課題に

• 政府は2020年度中の
自治体取組率100％を目指してきた

• 全国の取組率は約67％
中規模都市以上で100％（21年10月）

• 自治体オープンデータは次の段階へ

– 質の向上（データの価値、品質等）

– 利活用の促進

– 負担軽減

• 良質なデータを整備公開することが
行政の役割の大きな柱に

• 標準化等の自治体DXにより、データ
生成・高付加価値化の自動化へ
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デジタル庁「地方公共団体におけるオープンデータの取組状況」（令和3年10月12日時点）



デジタル庁「包括的データ戦略」より



先進国の政府オープンデータカタログサイトと
掲載件数（2022更新）

先進国
（カタログサイト）

順位 2016年掲載件数 順位 2022年掲載件数

アメリカ(data.gov) 1 184,558 1 341,872

ドイツ(govdata.de) 4 21,395 2 52,215

イギリス(data.gov.uk) 3 37,702 3 51,906

イタリア(dati.gov.it) 7 10,347 4 51,232

フランス(data.gouv.fr) 5 18,786 5 40,716

カナダ(open.canada.ca) 2 120,974 6 28,110

日本(data.go.jp) 6 17,105 7 27,813
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2012年： 2015年までに「他の先進国と同水準の公開内容」を実現すると宣言
2016年： 日本は上位ではないが他の先進国とほぼ同水準
2022年： 最下位。質の向上が重要だが、量の充実も忘れてはいけないのでは？

参考：庄司昌彦, 「「オープンデータ1.0」の評価とオープンデータ活用推進基本法の構想」, 社会情報学会大会発表予稿, 2016年9月.



オープンデータ活用とシビックテック
庄司昌彦「新型コロナウィルス対応の初動においてシビックテックが果たした役割と中長期的課題」2020年情報通信学会春季学会大会より

• データ活用におけるシビックテックの重要性
– データ流通とその活用を持続的に行うには、当該地域住民が中心となり課題解決を担うシ

ビックテックを根付かせる事が重要（瀬戸・関本2016）

• 幅広い人々の協働が必要
– 幅広い人々の協働が不可欠（白松ほか2015）。

– 「非技術者多数群」が最も多く成果物を作っている（大西ほか2019）

– エンジニア不足（榎並2018）

• コミュニティ運営が重要
– 「成果物多数群」は役割分担をしグループに分かれて活動。非技術者が活躍できる環境、課

題を持つ外部団体との協力構築、コミュニティ内で活躍する人材を称賛する風土が重要（大
西ほか2019）

– 伴走しサポートするコミュニティの存在は、活動継続に重要（稲継ほか2018（鈴木））

• オープンデータのレベル向上が必要
– 行政職員の負担増加や費用対効果への懸念からオープンデータ推進が困難な自治体も多い

– ほとんどが避難所等の位置情報。SNS等ではトイレ・風呂、商店営業情報など市民生活関連
情報の共有が活発。自治体は避難所設備詳細や写真、災害時の市民生活に関する情報を平時
からオープンデータとして公開していくことが重要
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榎並利博（2018）,「シビックテックに関する研究 : ITで強化された市民と行政との関係性について」『研究レポート』No.452, 富士通総研経済研究所.

大西翔太,小林重人,橋本敬（2019）,「シビックテックにおけるアプリ開発に影響する要素は何か？ -技術者と非技術者の関係に着目した分析」,『第81回全国大会講演論文集』, pp515-516.

白松俊, 大囿忠親, 新谷虎松（2015）, 「Linked Open Dataを用いたシビックテックプロジェクトの透明性向上と協働促進」, 『人工知能学会全国大会論文集』JSAI2015巻.

瀬戸寿一, 関本義秀（2016）,「地理空間情報のオープンデータ化と活用を通した地域課題解決の試み～「アーバンデータチャレンジ」を事例に～」,『映像情報メディア学会誌』70巻, 11号, 

pp840-846.

稲継裕昭（編著）, 鈴木まなみ, 福島健一郎, 小俣博司, 藤井靖史（著）（2018）, 『シビックテック ICTを使って地域課題を自分たちで解決する』, 勁草書房.

浦田真由・荻島和真・中條裕基・遠藤守・安田孝美「地域防災情報における自治体オープンデータ推進の実践」『社会情報学』第7巻1号, 2018.



「当初の想定」外の活用
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Icons made by Freepik from www.flaticon.com / CC BY 3.0

オープンで高濃度なデータ環境で
データを自由に掛け合わせることで
過去を分析・現在を把握・未来を予測
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筆者作成



独立行政法人の非識別加工情報を活用
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住信SBIネット銀行のプレスリリース

機械学習の素材
として使う



テキストデータ×機械学習
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「源氏物語が好きすぎてAIくずし字認識に挑戦でグーグル入社タイ出身女性が語る「前人未到の人生」」『Ledge.ai』2021/10/07

「日本古典籍くずし字データセット」
（オープンデータ）を利用し、
くずし字認識アプリを開発

機械学習の素材
として使う



類似文書検索／レコメンド

15日経新聞, 「Evernote連携ガイド」 https://pr.nikkei.com/guide/evernote/

新たな知を
生み出す



自治体DXとの関係
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フルデジタル化による質の高いデータ循環
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①入力・作成 ②管理・活用 ③保護 ④公開

⑤活用

筆者作成

自動化で負担軽減
即時公開化
データの質の向上
透明性の向上

自動化で負担軽減
ヒューマンエラー減
不正対策
信頼の獲得

自動化で負担軽減

Evidence based Policy 
Management(EBPM)

自動化で負担軽減
ヒューマンエラー減

質の高いデータ
による高度な利活用
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デジタル庁「地方公共団体の基幹業務システムの統一・標準化のために検討すべき点について」（2022年10月修正版）



19

デジタル庁「地方公共団体の基幹業務システムの統一・標準化のために検討すべき点について」（2022年10月修正版）

標準仕様書で定めるもの

• 実装必須機能
• 標準オプション機能
• 実装不可機能

標準オプション機能を実装
するかどうかはベンダの販
売戦略であり、どのベンダ
の標準準拠アプリを選択す
るのかは、自治体の判断。
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デジタル庁「地方公共団体の基幹業務システムの統一・標準化のために検討すべき点について」（2022年10月修正版）

「フルデジタル化に
よる質の高いデータ
循環」の観点から
都市計画関連を追加
していくこともあり
得るのでは？


